
令和８年度採用 鶴見区会計年度任用職員（総務課 選挙事務補助業務） 

登録制度募集案内 

 
鶴見区会計年度任用職員（選挙事務補助業務）は、希望する勤務条件をあらかじめ登録し、

令和８年度中に選挙の執行が決定された場合に、登録者の中から面接等による選考を行い、
任用を決定します。 
登録を希望される方は、次の事項をご確認のうえ、登録用紙を鶴見区役所総務課統計選挙

係にご提出いただくか、電子申請システムにてご登録ください。 
 
１ 職務内容 

（１）選挙業務全般に関する事務補助（投開票物品等の準備・仕分け、説明会の受付・会場
設営補助、不在者投票事務補助、電話・問合せ対応等） 

（２）その他、大規模災害発生時における災害対応業務 
（基本的に補助的な業務で、勤務時間内のみ） 

 
２ 身分 

 地方公務員法第 22 条の２に定める会計年度任用職員 
  
３ 応募資格 

（１）地方公務員法で定める公務員としての自覚を持ち、任用期間中、選挙運動または政治
活動に関与しない方 

  ※地方公務員法・公職選挙法・政治資金規正法において、政治的行為等が制限されます。 
  ※各法律の条文については、「別紙」をご確認ください。 

 
（２）選挙に関する業務に興味がある方、又は経験がある方 
（３）窓口・電話対応ができる方 
（４）地方公務員法第 16 条等に定める採用に関する欠格事項に該当しない方 
   ※欠格事由 

地方公務員法第 16 条等に定める採用に関する欠格事由に該当する場合には、会計
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年度任用職員の任用を行うことができません。 
ア 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けるこ
とがなくなるまでの者 

イ 横浜市職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しな
い者 

ウ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、地方公務員法第５章に規定
する罪を犯し刑に処せられた者 

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を
暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入し
た者 

オ 民法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 149 号）附則第３条第３項の規
定により、従前の例によることとされる者 

 
４ 勤務条件等 

（１）任用期間・勤務日 
投票日の約１か月前から投票日後約 10 日までの土・日曜日を含む週５日以内 

 ※勤務日については後日決定します。 
（２）勤務時間 
  ①９時 00 分～17時 00 分（休憩時間１時間） 

②11 時 00 分～19時 00分（休憩時間１時間） 
（３）勤務場所 
  鶴見区役所総務課統計選挙係 
（４）給与 
  ①日額 10,248 円（時給 1,464 円） 
  ②日額 10,248 円（時給 1,464 円） 
  ※このほか、通勤費用が支給されます。 
  ※制度改正等により報酬額が変更となる場合があります。 
（５）その他 

・勤務日数に応じて雇用保険に加入する場合があります。 
  ・その他勤務条件等は、横浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の

関連規定に基づきます。 
  



５ 登録の申込・選考の流れ 

（１）次のいずれかの方法でご登録いただけます。 
※任用希望登録の有効期限は、令和 9年３月 31日（水）までです。 
①必要事項を記入した「登録用紙」を、次の申込先に持参又は郵送で提出 

   【申込先】〒230-0051 横浜市鶴見区鶴見中央 3-20-1 
鶴見区役所総務課統計選挙係（５階 4番窓口） 

  ②電子申請システムにて申込 
右のQRコードを読み取り、電子申請システムにて 
申請手続きを進めてください。 

（２）選挙の執行が決まり次第、登録者の中から条件のあてはまる方へ個別に面接選考の実
施についてお知らせします。 

（３）「会計年度任用職員申込書兼履歴書」を持参又は郵送でご提出いただき、面接を実施
します。 

（４）面接選考後、選考結果をご連絡します。 
（５）選考の結果、採用となった場合は、会計年度任用職員としての任用手続きを行います。 
 
６ 注意事項 

（１）登録は、任用を保証するものではありません。登録いただいても、希望する勤務条件
に合致しない場合は、面接選考の実施についての連絡は行いません。 

（２）令和 8 年度中に横浜市鶴見区で選挙の執行が決定されなかった場合は、当該名簿登
録は無効となります。 

（３）令和 8年度予算が横浜市議会において議決されなかった場合は、選考に合格してい 
   ても採用されないことがあります。 
（４）この登録、選考において提出された書類は返却いたしません。 
 
７ 個人情報の取扱い 

  提出された電子文書、書類、及びそれに記載された個人情報は、令和 8年度採用鶴見区
会計年度任用職員（選挙事務補助業務）の登録及び選考の目的のみに使用し、行政文書と
しての保存期間が満了した後、速やかに破棄します。 

  ただし、任用された方の個人情報については、任用期間中の雇用管理を目的として使用
するものとし、任用終了後は、同様に保存期間が満了した後、速やかに破棄します。 

 
８ 申込・問合せ先 

  鶴見区役所総務課統計選挙係 
  （〒230-0051 横浜市鶴見区鶴見中央 3-20-1 鶴見区役所５階４番窓口） 
  TEL 045-510-1660   FAX 045-510-1889 

◀電子申請システム 

はこちら 



地方公務員法 抜粋 

 
（政治的行為の制限） 
第三十六条 職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの団体の役
員となつてはならず、又はこれらの団体の構成員となるように、若しくはならないように勧
誘運動をしてはならない。 
２ 職員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公共団体の執行
機関を支持し、又はこれに反対する目的をもつて、あるいは公の選挙又は投票において特定
の人又は事件を支持し、又はこれに反対する目的をもつて、次に掲げる政治的行為をしては
ならない。ただし、当該職員の属する地方公共団体の区域（当該職員が都道府県の支庁若し
くは地方事務所又は地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市の区若しくは総合
区に勤務する者であるときは、当該支庁若しくは地方事務所又は区若しくは総合区の所管
区域）外において、第一号から第三号まで及び第五号に掲げる政治的行為をすることができ
る。 
一 公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないように勧誘運動をすること。 
二 署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。 
三 寄附金その他の金品の募集に関与すること。 
四 文書又は図画を地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎（特定地方独立行政法
人にあつては、事務所。以下この号において同じ。）、施設等に掲示し、又は掲示させ、その
他地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎、施設、資材又は資金を利用し、又は利用
させること。 
五 前各号に定めるものを除く外、条例で定める政治的行為 
３ 何人も前二項に規定する政治的行為を行うよう職員に求め、職員をそそのかし、若しく
はあおつてはならず、又は職員が前二項に規定する政治的行為をなし、若しくはなさないこ
とに対する代償若しくは報復として、任用、職務、給与その他職員の地位に関してなんらか
の利益若しくは不利益を与え、与えようと企て、若しくは約束してはならない。 
４ 職員は、前項に規定する違法な行為に応じなかつたことの故をもつて不利益な取扱を
受けることはない。 
５ 本条の規定は、職員の政治的中立性を保障することにより、地方公共団体の行政及び特
定地方独立行政法人の業務の公正な運営を確保するとともに職員の利益を保護することを
目的とするものであるという趣旨において解釈され、及び運用されなければならない。 
 
 
 

別紙 



公職選挙法 抜粋 

 
（公務員の立候補制限） 
第八十九条 国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人（独立行政法人通則法（平
成十一年法律第百三号）第二条第四項に規定する行政執行法人をいう。以下同じ。）若しく
は特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項
に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員若しくは職員は、在職中、公
職の候補者となることができない。ただし、次の各号に掲げる公務員（行政執行法人又は特
定地方独立行政法人の役員及び職員を含む。次条及び第百三条第三項において同じ。）は、
この限りでない。 
一 内閣総理大臣その他の国務大臣、内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣、大臣
政務官及び大臣補佐官 
二 技術者、監督者及び行政事務を担当する者以外の者で、政令で指定するもの 
三 専務として委員、顧問、参与、嘱託員その他これらに準ずる職にある者で臨時又は非常
勤のものにつき、政令で指定するもの 
四 消防団長その他の消防団員（常勤の者を除く。）及び水防団長その他の水防団員（常勤
の者を除く。） 
五 地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和二十七年法律第二百八十九号）第三条第
四号に規定する職員で、政令で指定するもの 
２ 衆議院議員の任期満了による総選挙又は参議院議員の通常選挙が行われる場合におい
ては、当該衆議院議員又は参議院議員は、前項本文の規定にかかわらず、在職中その選挙に
おける公職の候補者となることができる。地方公共団体の議会の議員又は長の任期満了に
よる選挙が行われる場合において当該議員又は長がその選挙における公職の候補者となる
場合も、また同様とする。 
３ 第一項本文の規定は、同項第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる者並びに前項に
規定する者がその職に伴い兼ねている国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人
若しくは特定地方独立行政法人の役員若しくは職員たる地位に影響を及ぼすものではない。 
（立候補のための公務員の退職） 
第九十条 前条の規定により公職の候補者となることができない公務員が、第八十六条第
一項から第三項まで若しくは第八項、第八十六条の二第一項若しくは第九項、第八十六条の
三第一項若しくは同条第二項において準用する第八十六条の二第九項又は第八十六条の四
第一項、第二項、第五項、第六項若しくは第八項の規定による届出により公職の候補者とな
つたときは、当該公務員の退職に関する法令の規定にかかわらず、その届出の日に当該公務
員たることを辞したものとみなす。 
 



（選挙運動の期間） 
第百二十九条 選挙運動は、各選挙につき、それぞれ第八十六条第一項から第三項まで若し
くは第八項の規定による候補者の届出、第八十六条の二第一項の規定による衆議院名簿の
届出、第八十六条の三第一項の規定による参議院名簿の届出（同条第二項において準用する
第八十六条の二第九項の規定による届出に係る候補者については、当該届出）又は第八十六
条の四第一項、第二項、第五項、第六項若しくは第八項の規定による公職の候補者の届出の
あつた日から当該選挙の期日の前日まででなければ、することができない。 
（特定公務員の選挙運動の禁止） 
第百三十六条 次に掲げる者は、在職中、選挙運動をすることができない。 
一 中央選挙管理会の委員及び中央選挙管理会の庶務に従事する総務省の職員、参議院合
同選挙区選挙管理委員会の職員並びに選挙管理委員会の委員及び職員 
二 裁判官 
三 検察官 
四 会計検査官 
五 公安委員会の委員 
六 警察官 
七 収税官吏及び徴税の吏員 
（公務員等の地位利用による選挙運動の禁止） 
第百三十六条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、その地位を利用して選挙運動を
することができない。 
一 国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人若しくは特定地方独立行政法人の
役員若しくは職員 
二 沖縄振興開発金融公庫の役員又は職員（以下「公庫の役職員」という。） 
２ 前項各号に掲げる者が公職の候補者若しくは公職の候補者となろうとする者（公職に
ある者を含む。）を推薦し、支持し、若しくはこれに反対する目的をもつてする次の各号に
掲げる行為又は公職の候補者若しくは公職の候補者となろうとする者（公職にある者を含
む。）である同項各号に掲げる者が公職の候補者として推薦され、若しくは支持される目的
をもつてする次の各号に掲げる行為は、同項に規定する禁止行為に該当するものとみなす。 
一 その地位を利用して、公職の候補者の推薦に関与し、若しくは関与することを援助し、
又は他人をしてこれらの行為をさせること。 
二 その地位を利用して、投票の周旋勧誘、演説会の開催その他の選挙運動の企画に関与し、
その企画の実施について指示し、若しくは指導し、又は他人をしてこれらの行為をさせるこ
と。 
三 その地位を利用して、第百九十九条の五第一項に規定する後援団体を結成し、その結成
の準備に関与し、同項に規定する後援団体の構成員となることを勧誘し、若しくはこれらの
行為を援助し、又は他人をしてこれらの行為をさせること。 



四 その地位を利用して、新聞その他の刊行物を発行し、文書図画を掲示し、若しくは頒布
し、若しくはこれらの行為を援助し、又は他人をしてこれらの行為をさせること。 
五 公職の候補者又は公職の候補者となろうとする者（公職にある者を含む。）を推薦し、
支持し、若しくはこれに反対することを申しいで、又は約束した者に対し、その代償として、
その職務の執行に当たり、当該申しいで、又は約束した者に係る利益を供与し、又は供与す
ることを約束すること。 
（戸別訪問） 
第百三十八条 何人も、選挙に関し、投票を得若しくは得しめ又は得しめない目的をもつて
戸別訪問をすることができない。 
２ いかなる方法をもつてするを問わず、選挙運動のため、戸別に、演説会の開催若しくは
演説を行うことについて告知をする行為又は特定の候補者の氏名若しくは政党その他の政
治団体の名称を言いあるく行為は、前項に規定する禁止行為に該当するものとみなす。 
（署名運動の禁止） 
第百三十八条の二 何人も、選挙に関し、投票を得若しくは得しめ又は得しめない目的を
もつて戸別訪問をすることができない。 
２ いかなる方法をもつてするを問わず、選挙運動のため、戸別に、演説会の開催若しく
は演説を行うことについて告知をする行為又は特定の候補者の氏名若しくは政党その他の
政治団体の名称を言いあるく行為は、前項に規定する禁止行為に該当するものとみなす。
（公務員等の選挙運動等の制限違反） 
第二百三十九条の二 国又は地方公共団体の公務員、行政執行法人又は特定地方独立行政
法人の役員又は職員及び公庫の役職員（公職にある者を除く。）であつて、衆議院議員又
は参議院議員の選挙において当該公職の候補者となろうとするもので次の各号に掲げる行
為をしたものは、第百二十九条の規定に違反して選挙運動をした者とみなし、二年以下の
禁錮又は三十万円以下の罰金に処する。 
一 当該公職の候補者となろうとする選挙区（選挙区がないときは、選挙の行われる区
域。以下この項において「当該選挙区」という。）において職務上の旅行又は職務上出席
した会議その他の集会の機会を利用して、当該選挙に関し、選挙人にあいさつすること。 
二 当該選挙区において、その地位及び氏名（これらのものが類推されるような名称を含
む。）を表示した文書図画を当該選挙に関し、掲示し、又は頒布すること。 
三 その職務の執行に当たり、当該選挙区内にある者に対し、当該選挙に関し、その者に
係る特別の利益を供与し、又は供与することを約束すること。 
四 その地位を利用して、当該選挙に関し、国又は地方公共団体の公務員、行政執行法人
又は特定地方独立行政法人の役員又は職員及び公庫の役職員をして、その職務の執行に当
たり、当該選挙区内にある者に対し、その者に係る特別の利益を供与させ、又は供与する
ことを約束させること。 



２ 第百三十六条の二の規定に違反して選挙運動又は行為をした者は、二年以下の禁錮こ
又は三十万円以下の罰金に処する。  



政治資金規正法 抜粋 

 
（政治活動に関する寄附又は政治資金パーティーの対価の支払への公務員の関与等の制限） 
第二十二条の九 国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人（独立行政法人通則
法（平成十一年法律第百三号）第二条第四項に規定する行政執行法人をいう。以下同じ。）
若しくは特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条
第二項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の職員で次に掲げるものは、
その地位を利用して、政治活動に関する寄附を求め、若しくは受け、若しくは自己以外の者
がする政治活動に関する寄附に関与し、又は政治資金パーティーに対価を支払つて参加す
ることを求め、若しくは政治資金パーティーの対価の支払を受け、若しくは自己以外の者が
するこれらの行為に関与してはならない。 
一 国家公務員法第二条第二項に規定する一般職に属する職員（顧問、参与その他の非常勤
職員で政令で定めるものを除く。） 
二 裁判所職員臨時措置法（昭和二十六年法律第二百九十九号）に規定する裁判官及び裁判
官の秘書官以外の裁判所職員（非常勤職員で最高裁判所の規則で定めるものを除く。） 
三 国会職員法（昭和二十二年法律第八十五号）第一条に規定する国会職員（同法第二十四
条の三に規定する国会職員及び両議院の議長が協議して定める非常勤職員を除く。） 
四 自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第二条第五項に規定する隊員（同法第七十
一条第一項の規定による訓練招集命令により招集されている者以外の予備自衛官、同法第
七十五条の五第一項の規定による訓練招集命令により招集されている者以外の即応予備自
衛官及び同法第七十五条の十一第一項の規定による教育訓練招集命令により招集されてい
る者以外の予備自衛官補を除く。） 
五 地方公務員法第三条第二項に規定する一般職に属する職員（地方公営企業等の労働関
係に関する法律（昭和二十七年法律第二百八十九号）第三条第四号に規定する職員で政令で
定めるもの及び同法附則第五項に規定する単純な労務に雇用される職員を除く。） 
六 地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第七条に規定する管理者 
２ 何人も、前項各号に掲げる国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人若しく
は特定地方独立行政法人の職員に対し、同項の規定により当該公務員又は職員がしてはな
らない行為をすることを求めてはならない。 
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